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要   旨  
 
  本件の先例価値は、まず関税評価協定及び GATT 5 条に関する WTO 初のパネル判断とい





ず、固定的に適用されているため、当該措置は関税協定 1 条、2 条、3 条、5 条、そして 6
条に反すると判示している。また GATT 5 条に関して、同条 2 項は加盟国に対し、 「積換、
倉入れ、荷分け又は輸送方法の変更を伴うかどうかを問わず」 、通過運送の自由を与えるよ
うに規定しているところ、コロンビア法は、物品の最終目的地がコロンビア国外か否かで
はなく、積換を条件として入港規制の免除を認めるものであり、GATT 5 条 2 項第 1 文に反
すると判示している。 
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  本件はコロンビア政府の複数の税関措置について争われた。2005 年 6 月、コロンビア税
関 （the Direccion de Impuestors y Adauanas Nacionales de Colombia (DIAN)） は、 本船甲板渡 （Free 
On Board: FOB）の指定価格（indicative prices）を定めた初めての措置を施行した。同措置の
対象には、パナマ、中国、その他の国原産の織物、衣服、履物等が含まれていた。更に、
2005 年 7 月、パナマ及び中国を原産とする、織物、衣服、履物について、ボゴタ空港若し
くはバランキラ港のみに入港するよう義務づける措置を実施した。(2.2) 
  2006年7月、 パナマは指定価格と入港制限に関してブラジルに対して紛争解決了解 （DSU）
に基づく協議を要請したものの、 同年 12 月、 パナマは紛争解決機関 （DSB） に対して、 DSU3.6
                                                  
1  Report of the Panel, Colombia – Indicative Prices and Restrictions on Ports of Entry, WT/DS366/R, 27 April 2009, 




関税当局間の協力及び関税情報交換に関する手続プロトコル （以下、 関税協力プロトコル） 」
に合意した。この関税協力プロトコルのなかで、両国は関税法侵害を摘発及び防止するこ
とを目的とした協力及び相互支援のプログラムを開始することに合意した。(2.3) 
  しかしながら 2007 年 6 月、コロンビア政府は、関税協力プロトコルが実施されていたに
も関わらず、2005 年 6 月及び 7 月に施行された措置と類似の複数の関税措置を施行した。
これらの措置は、コロンビアが自由貿易協定（FTA）を締結した国を除くすべての国原産の
繊維、 衣服、 履物について指定価格を設定するとともに、 パナマ及び Colon Free Zone(“CFZ”)
原産の繊維、衣服、履物の輸入に対して、入港規制を課していた。(2.4) 
  なお、パナマ若しくは CFZ からコロンビアに輸入される繊維、衣服、履物は、量・金額
ともに非常に多かった。コロンビアは、パナマ若しくは CFZ から輸入されるこれらの製品
に関して、虚偽の通関価格申告や関税の脱税といった非常に重大な問題が存在していると
主張した。また The Colombian Unidad de Informacion y Analisis Financiero は、不正に取得さ
れた米国通貨により CFZ で購入され、コロンビアに持ち込まれる製品がマネー・ロンダリ
ング、脱税、虚偽の通関申告と結びついているとの調査結果を発表していた。更に国連、




   
１－２．指定価格 













コロンビアには国際貿易に利用されている関税港が 26 箇所存在していた。繊維、衣服、 
  3
履物の輸入は、このうち 11 港のみで認められていた。更に、パナマ若しくは CFZ 原産（ま
たはそこから輸入された）当該品目に関しては、ボゴタ空港またはバランキラ港のみで、
輸入が許可されていた。なお、パナマからコロンビア以外の国へ輸出される物品が、 「積換




































  関税評価協定には、 「関税評価（customs valuation） 」の定義は定められていないものの、
課税価額（customs value）については、同 15 条 1 項(a)に「従価による関税の賦課のための
輸入貨物の価額」であるとされている。よって、関税評価協定における「関税評価」は、(1)














る。先ず、関税評価の際には、関税評価協定の 1 条から 6 条を順次適用していくことが求
められている。また同協定は、1 条ないし 3 条、5 条、6 条所定の関税評価の方法を、当該
製品の販売の状況を反映して、ケース・バイ・ケースに適用することを義務づけている。
しかし、コロンビア政府の措置は、取引の具体的状況を考慮せず、固定的に適用されてい
る。このため、当該措置は関税協定 1 条、2 条、3 条、5 条、そして 6 条に反する。(7.144) 
また当該措置は、関税評価協定 7 条 2 項(b)が禁じる「関税評価のために特定の二つの価
値のうちいずれか大きい方の価額の採用について定める制度」に該当するため、同条項に
違反する。また当該措置のもとでは、過去の最低価格が用いられる場合があるが、これは
「最低課税価額」に基づいて関税評価を行っていると解されるため、関税評価協定 7 条 2
項(f)に違反する。(7.155) 
 
２－２．GATT３条２項第１文  内国民待遇（指定価格） 
２－２－１．パナマの主張 










定は存在しない。このため、当該措置は GATT3 条 2 項に違反しない。(7.158) 
 
２－２－３．パネル認定 




２－３．GATT１１条１項  入港規制 
２－３－１．パナマの主張 
  物品の輸入港を制限するコロンビアの措置は、輸出費用の増加等をもたらし、競争機会












  先ず、当該措置が 11 条 1 項によって規制される措置であるかを判断する。具体的には 11




該入港規制措置は 11 条によって禁止され得る「その他の措置」に含まれる。(7.228) 
 
入港規制は GATT１１条違反を構成するか 



























置は 11 条 1 項違反を構成する。 （7.272） 
 
２－４．GATT１条１項  最恵国待遇（追加の輸入申告義務と、認可条件 Legalization 
Requirements について） 
２－４－１．パナマの主張 









  パネルは以下の三点について検討している。 すなわち(1)当該措置によって、 1 条 1 項の規
























－自動車パネル決定を引きつつ、 「輸入に対して利益を与える条件が GATT1 条違反を構成
するか否かは、当該条件が品目の産地に関連した差別であるか否かによる」とする。その
うえで、 「事前に輸入申告をするという選択肢が、物品の産地を理由にパナマ及び CFZ 産の
繊維、衣服、履物すべてに認められていない」ことから、当該措置はパナマ産の輸入品に
対して無条件に利益を付与しておらず、GATT1 条 1 項に違反している。(7.366-7) 
 
２－５．GATT５条２項  通過運送の自由（入港規制） 
２－５－１．パナマの主張 
コロンビアが、通過運送の自由を、 「積換」 （trans-shipment）された繊維、衣服、履物に限 
  8
定していることは、GATT5 条 2 項第 1 文に違反している。コロンビア法は、入港規制免除
の条件として、当該物品がコロンビア国外を最終目的地とするだけなく、当該物品が「積
換」されることを条件としている。また、パナマ以外から到着する物品は入港規制なく通








GATT5 条 2 項は加盟国に対し、 「積換、倉入れ、荷分け又は輸送方法の変更を伴うかどう
かを問わず」 、通過運送の自由を与えるように規定している。コロンビア法は、物品の最終
目的地がコロンビア国外か否かではなく、積換を条件として入港規制の免除を認めるもの
であり、GATT5 条 2 項第 1 文に反する。またパナマ及び CFZ から輸入された物品にのみ、
積換による条件を課すことは、他国を優遇することとなり、通過運送の自由に関する最恵
国待遇を要求する GATT5 条 2 項第 2 文に反する
2。(7.430) 
 








GATT5 条 6 項は、物品が通過する国だけに適用され、当該国内で運搬工程が開始・終了
する場合には適用されない。本件入港規制措置は、パナマから到着する物品を含め、コロ




GATT5 条 6 項第 1 文は、最恵国待遇を「通過してくる産品」 （products which have been in 
transit）に及ぼす。更に、同第 2 文により与えられる文脈は、同項の適用範囲を検討するの











課される。このため、かかる物品に最恵国待遇を認めないから、GATT5 条 6 項第 1 文に違
反する。(7.481) 
 






























パネルはまず 20 条による正当化を主張する国は遵守の対象となる国内法令（laws and 
regulations）を特定しなければならないとしたうえで、コロンビアは当該国内法令を「法令

















































る。パナマは当該国内法（法令 No. 2685 第 128.5 e 条及び決議 No. 4240 第 172.7 条）の文言
のみを根拠に、 「指定価格」が関税評価に該当するとの主張をおこなった。これに対して、
















                                                  
3  Report of the Panel, India – Additional and Extra-Additional Duties on Imports from the United States, 










定価格に従って求められている」 との 「暫定的 （preliminarily） 」 な結論自体には首肯できる。


























                                                  
4  Report of the Appellate Body, Canada – Measures Affecting the Export of Civilian Aircraft, WT/DS70/AB/R, 2 
August 1999. 





















  パネルは、 GATT11 条の規律は輸出入の量若しくは価額に対する制限にのみ課されるとす
るコロンビアの主張を退け、GATT11 条が規制対象として数量制限等に加えて「その他の措
置」 （“other measures”） を明記していることを根拠に、 インド－自動車ケース等を引きつつ、
GATT11 条は 「輸入に若しくは輸入に関連して課される制限」 であればいかなる措置であれ、
その規制の対象となると判断している
8。しかしながら、パネルのように「その他の措置」
を「剰余のカテゴリー（その他すべてを含むカテゴリー） 」 （“residual categories”）と解する










                                                  
6  Id.., para. 189. 
7  Id.., para. 205. 
8 Panel  Report,  Colombia – Indicative Prices, para. 7.227. 
9  WorldTradeLaw.net Dispute Settlement Commentary, Panel Report, Colombia – Indicative Prices (WT/DS366/R), 
available at http://www.worldtradelaw.net/ (Hereinafter, WTLN DSC), 21.  
  14
  このように GATT11 条 1 項の禁じる措置は、①割当、②輸出入許可、③その他制限の三


















・  米国－エビカメパネル：米国当局の承認のない国から輸出されたエビに対する禁輸措置 
・  EEC－最低輸入価格パネル：EEC により導入されていた最低輸入価格制度 
・  日本－農産品パネル：輸入独占若しくは国家貿易管理による輸入制限 
・  インド－自動車パネル：非自動輸入ライセンス制度 
・  ブラジル－再生タイヤ・パネル：輸入禁止的な国内課徴金 
 
政策的インプリケーション①：GATT１１条と GATT３条との関係 
  このように広範な射程を有する GATT11 条であるが、 GATT の他の条項との関係が問題と
なる。例えば、EC－アスベスト・パネルでは、GATT11 条と GATT3 条の関係が問題となっ








                                                  
10  GATT Panel Report, Japan – trade in semi-conductors : Recourse to Article XXIII:2 by the European Economic 
Community, L/6129, 20 February 1987, para. 104. 
11  Id.. para. 106. 
12  Id.. paras. 104-17. 
13  Report of the Panel, European Communities – Measures Affecting Asbestos and Asbestos-Containing Products, 


































金を GATT11 条違反であると認定しているところ、輸入禁止的な国内課徴金が 11 条の対象
措置、すなわち国境措置として規律の対象となるのであれば、当然、GATT8 条の射程、す
                                                  
14  Report of the Panel, Brazil – Measures Affecting Imports of Retreaded Tyres, WT/DS332/R, 12 June 2007, paras. 
7.368-373. 











税関事務所に一元化する措置がとられた。このうち VTR の通関規制については、同年 8 月
に月間 53,013 台の VTR がフランスに輸入されていたのに対して、10 月には 14,500 台、そ
して 11 月には 900 台にまで輸入台数が減少したとされる
16。日本は同年 12 月に欧州委員会
に対し GATT23 条 1  項に基づく協議要請を行った
17。他方、GATT への申立と並行して、83
年 2 月、日本は VTR の対 EC 輸出に関する見通しの表明等一連の措置を発表した。これを
受け，同 3 月日本製 VTR に対するダンピング提訴が取り下げられるともに、同 4 月にはフ
ランスのポワチエ規制も解除された
18。 
協議要請に際して、日本は当該入港制限措置が GATT11 条 1 項及び 13 条 2 項(d)
19に一見
して明白に違反するとの申立を行っている。フランスによるポワチエ港への入港制限措置








る効果をもつため、コロンビア入港制限パネルの判旨に従えば、ポワチエの措置は 11 条 1
項違反を構成する可能性が極めて高かったものと考えられる。 
 
                                                  
16  GATT Panel Report, European Economic Communities – Import Restrictive Measures on Video Tape Recorders, 




18  経済産業省『通商白書』昭和 58 年、参照。 










  次に、本件パネルによって示された GATT11 条の「制限」に関する審査基準について整






















































じめ GATT11 条違反が争われているケースに対して一定の示唆を与えている。 
 
３－４．GATT５条について 
WTO 初の GATT５条判例 
本件は、関税評価協定同様、GATT5 条に基づいた申立を判断した初の WTO パネルであ




特にパネルは、 GATT5 条 2 項の 「実質的な義務 （substantive obligations） 」 として、 「GATT5
条 2 項第 1 文によれば「通過の自由（freedom of transit） 」とは、国際的に通過している
（international transit）物品の通過（passage of goods）に対して、最も便利な経路を通じて無
制限のアクセス（unrestricted access）を提供する」ことが求められているとし、従って、 「一
加盟国から国際的に通過している物品（goods in international transit）は、第三国の領域に仕
向けられている場合にはいつでも、最も便利な経路での入国が認められなければならない」
                                                  
20  Request for Consultations by the European Communities, China – Measures Related to the Exportation of Various 
Raw Materials, WT/DS395/1, 25 June 2009.    Request for Consultations by the United States, China – Measures 
Related to the Exportation of Various Raw Materials, WT/DS394/1, 25 June 2009.    Request for Consultations by 
Mexico, China – Measures Related to the Exportation of Various Raw Materials, WT/DS398/1, 26 August 2009. 
21  インド及びブラジルの法的論理構成については、Frederick M. Abbott, Seizure of Generic Pharmaceuticals in 












３－５．GATT２０条（ｄ）における contribution 審査基準について 
World Trade Law Net の指摘 





























                                                  
22  但し、 EU 域内における知的財産権保護という理由に基づく正当化については、 別途、 本件同様、 GATT20
条(d)において検討される蓋然性が高い。 
23  WTLN DSC, 23 参照。 
24  Report of the Appellate Body, Korea – Measures Affecting Imports of Fresh, Chilled and Frozen Beef,  
  20
こなったブラジル－再生タイヤ上級委の判断を踏まえつつ、まず「定性的かつ定量的評価






























                                                                                                                                                  
WT/DS161/AB/R, 11 December 2000, para. 150. 
25  なお、GATT20 条(d)にかかるパネル審理を通じて、コロンビアはパネルの心証を害していた可能性が高
く、結果として、比較的厳しい判断がなされた可能性もある。上述のとおり、コロンビアが提出した定量




26 Panel  Report,  Colombia – Indicative Prices, at 7.576.  
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４．その後の経緯 
  両当事国が上訴しなかったため、本パネル報告書は 2009 年 5 月に紛争解決機関（DSB）
によって採択された
27。両国は履行に関する「妥当な期間（“a reasonable period of time”） 」に
ついて合意に至らなかったため、2009 年 7 月、パナマは DSU21.3 条(c)に基づいて仲裁の申
立を行った
28。2009 年 10 月、仲裁決定がだされ「妥当な期間」は 8 ヶ月半（2010 年 2 月）
に決定された
29。その後、2010 年 2 月に両当事国間でシークエンス合意がなされた後、2010




  本件の先例価値は、まず関税評価協定及び GATT5 条に関する WTO 初のパネル判断とい
















                                                  
27  Action by the Dispute Settlement Body, Colombia – Indicative Prices and Restrictions on Ports of Entry, 
WT/DS366/9, 25 May 2009. 
28  Request by Panama for Arbitration under Article 21.3(c) of the DSU, Colombia – Indicative Prices and 
Restrictions on Ports of Entry, WT/DS366/10, 9 July 2009. 
29  Award of the Arbitrator, Colombia – Indicative Prices and Restrictions on Ports of Entry, WT/DS366/13, 2 
October 2009. 
30  Status Report by Colombia, Colombia – Indicative Prices and Restrictions on Ports of Entry, WT/DS366/15, 9 
April 2010. 